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甲型共同企業体標準協定書の見直しについて

甲型共同企業体標準協定書の見直」については、各建設業者団体の長に対し、経常建

設共同企業体にあっては「「中小建設業の振矧＝ついて」（晦和37年11月27日建設

省発計第79号）の一部改正について」（平成14年3月29日国常振雇16「号）を、

特定建設工事共同企業体にあっては「特定建設工事共同企業体協定書（甲）の一部改正

について」（平成14年3月29日国総振買1β3号）を発出したところである。

この見直しの趣旨等は下記のとおりであるので、貴団体傘下の建設業看が下記の事項

に沿った共同企業体の運営を行うよう、貴国体におかれてはその趣旨等をよく理解され、

貴団体傘下の建設業者に対し周知方お靡いする。

1．00経常建設共同企業体協定書（甲）（以下「経常協定書」という。〕第7条及び特

定建設工事共同企業体協定書（甲）（以下「特定協定書」という。）買7条の改正につ
いて

本条は、共同企業体の代表者が、その建設工事に閲し、発注者及び監督官庁との折

衝、請負代金の請求、受領等を行う権限を有するものとしている。

本条の改正は、その権限の行使の効果が帰属する圭休を共同企業体とするためには、

その権限の行使が共同企業体を代表して行うものであることを名義上明らかにする必

要があることから、その趣旨を明確化するために行うものである。

2．経常協定書第9条及び特定協定書第9条の改正について

本条は、共同企業体は、その最高意思決定機関である運営委員会を設け、建設工事

の完成に当たるものとしている。

本条の改正は、共同企業体の適正な運営を確保するためには、運営委員会において、

組織及び編成並びに工事の施エの基本に関する事項、実行予算及び決算方法の承認に

関する事項等のほか、資金管理方法や下請企業等の決定に関する事項等も含め、共同

企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について、構成員全員が十分に協議した

うえでその意思決定を行うことが必要であり、代表者のみで決定すべきものではない



ことから、その趣旨を明確化するために行うものである。

3．経常協定書買10条及び特定協定書第10条の改正について

本条は、各構成員が、建設工事の請負契約の履行に蘭し、連帯して芸任を負うもの
としている。

本条の改正は、甲型共同企業体が、建設工事の施エを共同で行うことに合意して形

成された複数の建設業着から成る民法上の組合の一種であり、その各構成員は共同企

業体がその事薫のために第3者に対して負娼した債．務について、商法買511条第1

項により連帯債務を負うべきものと解されていることから、各構成員は、従来の建設

工事の請負契約の履行に加えて、下請企業との契約、資機材企業との契約その他の建

設工事の実施に伴い共同企業体が負担する債務の履行に関しても、連帯して責任を負

うべきである旨を明確化するために行うものである。．

なお、共同企業休が締結する下請契約等は、共同企業体として行うものであること

から、共同企業体の名称を冠して共同企業体の代表者及びその他の構成員全員の連名

により、又は少なくとも共同企業体の名称を冠した代表者の名義で締結すること。

4．経常協定書眉11条及び特定協定書第11条の改正について

〔1）本条は、代表者の名義により設けられた別口預金口座によって、各構成貞からの

出資金の入金、発注者からの請負代金の受入、取引業看に対する支払等の資金取引

をするものとしている⊂．

本条の改正は、共同企業体の会計処理の公正性、明瞭性の確保属するとともlこ、

共同企業体固有の財産を代表者の財産と・峻別するため．代表者名義の別口預金口座

ではなく、共同企業体の名称を冠」た代表者名義の別口預金口座により資金取引を

することとするために行うものである。

なお、「前払金保証約款」において別口普通預金口座により行うこととされている

前払金に関する受入、支払等の資金取引についても、同様の取扱いとすべきことは

当然であることを申し添える。

（2）共同企業体施工工事について代表者の会計に取り込んで会計処理を行っている例

が見られるが、（1）の目的を達成するためには、（1）の措置に加え、共同企業体

独自の会計単位により会青十処理を行うべきものであること。

（3）前払金の取扱いについては、出資の割合に基づき分配する方法と共同企業体の前

払金専用口直に留保する方法があり、各構成良問の協議によりどちらの方法をとる

かを決定し、前払金の適正な使用を確保すること。

（4）下請企業等への支払については、共同企業体が前払金の支払を受けたときは、下

請企業等に対して、資材の購入、建設労働者の募集その他建設工事の着手に必要な

費用を前払金と」て支払うとともに、発注者から現金による支払があったときには、

共同企業体【ま受注者たる下請企業等に対して相応する額を速やかに現金で支払うよ

う適切に配慮すること。

5．経常協定書第16条の2及び特定協定書貫16条の2の追加について



本条の追加は、3社の構成員から成る共同企業体では、共同企業体協定書において

除名に関する規定がない場合であっても、民法上の規定に基づく除名対象者以外の構

成員全員の承認及び発注者の承認を得ることにより、構成員の除名を行うことは可能

であったが、共同企業体の適正な運営を確保するため、その趣旨を明確化するために

行うものである。

「除名し得る正当な理由」には、除名される構成員に重要な義務の不履行が生じた

場合のほか、共同企業体の業務執行に当たり不正な行為をした場合等が該当すると考

えられるが、単に会社更生手続開始の申立てや民事再生手続開始の申立ての事実のみ

をもって除名することは妥当ではなく、当惑申立て会社については構成員としての義

務を果たすことができるかどうかを実質的に判断すること。

なお、2社の構成員から成る共同企業体においては、除名を行うためには予め共同

企業体協定書において契約事項と」て定めておく必要があること。この場合において、

当該共同企業体は民法上の組合としての実態を失うものの、残存構成員たる1社が当

該工事を完成する能力及び意思があると認められるときは、当該共同企業体は継続し、

かつ、従前の契約は有効として取扱うことが適当であること。

6．経常協定書貰17条の2及び特定協定書第17条の2の追加について

本条の追加は、共同企業体の適正な遅菖を確保する観点から、エ車途中において、

他の構成良全島及び発注者の承認により代表者を変更できることとするために行うも

のである。

「代表者として責務を果たさなくなった場合」にはし　代表者としての権限行使が適

切に行えなくなった場合等が該当すると考えられるが、単に会社更生手続開始の申立

てや民事再生手続開始の申立ての事実のみをもって代表者を変更することは妥当では

なく、当該申立て会社については代表者と」ての義務を果たすことができるかどうか

を実質的に判断すること。

なお、特定建設工事共同企業体においては、代表者は円滑な共同施エを確保するた

め中心的役割を担う必要があるとの観点から、施工能力が大きい舌とされており、ま

た、代表者の出資比率は構成貞中最大とされていることから、代表者を変更する場合

は、他の構成員のうち施工能力が大きい者（等級の異なる者による組合せにあっては、

上位等級の者）とするとともに、出資比率を当該構成員の出資比率が構成員中最大と

なるよう変更すること。

附　則

1．「「中小建．設業の振興について」（昭和37年「1月27日建設省莞計第79号〕の

一部改正について」（平成「4年3月29日国幣振第161号）及び「特定建設工事共

同企業体協定書（甲）の一部改正について」（平成14年3月29日国総振第163号）

による改正後の経常協定書及び特定協定書は、平成14年度以後に競争参加賞格の認

定を受ける共同企業体について適用されるが、本則4．（2）については、共同企業体

の会計処理を自らの会計に取り込んで行っている建設案者がその会計処理方法を変更



するために電算システムの変更等の準備に一定期間を要する場合において、本則4．

（1）の目的の達成に資するため、共同企業体独白の預金口座の資金の留保が可能な

限り行われないよう、構成員に対する出資金の請求時期を取引業看に対する現金によ

る代金支払い時に限定する等の資金管理方法が運営委員会において決定されたときに

限り、準備に要する期間の範鴎内で、かつ、平成15年3月31日までに競争参加費

椅・の認定を受けた共同企業体について【ま、適用Lないものとする⊂．

2．本則4．（3）及び（4）については、平成13年度以前に競争参加資格の認定を受

けた共同企業体についても適用する。




